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Practical Social Work Challenges in the Construction of Integrated Community Care Systems
The interconnected, synergistic nature of micro-, medium-, and macro-scale communities
Takanori Inoue* Yoshiko Kawasaki**
Abstract
This study investigated the care management functionality of community-based social work and
nursing-care insurance systems, aiming to clarify the challenges that must be addressed when
constructing integrated community care systems.
We identified an important question that must be addressed in the practice of integrated community
care: How best to construct an environment favorable to the development of community social work
and the implementation of care management? Social work conducted at a variety of levels｜care
management systems that take an individual approach on a micro scale, networking and custody
systems that take an environment-based approach on a medium scale, and the construction of
integrated community care systems as well as administrative activities, including the operation and
management of these systems, on a macro scale｜must function in an interconnected, synergistic
manner.
We concluded that cooperation across the various domains in which integrated community care
systems are implemented is required, and that such systems must have strong connections with and
have clear directions toward cooperation to ensure the continued operation of a system with
numerous functions.
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Ⅰ はじめに
人はたとえどのような状態になったとしても、住み慣
れた地域の中で、家族や友人に囲まれ、社会の一員とし
て尊厳をもって暮らしていくことを願う。それは、社会
福祉が追及する永遠のテーマである。社会福祉が「住み
慣れた地域」を意識し、「自立した生活」を可能とするケ
アの提供を志向し始めたのはいつの時代からであろうか。
「地域」｢自立｣｢生活｣を可能とするためには、自立生
活を支援するケアの「総合性」と「全体性」、地域生活
を支援するケアの「包括性」と「継続性」、地域で支援
する「地域性」と「共同性」が問われることになる。つ
まり地域自立生活支援は「人は環境の中で生活を営む上
での存在であり、その相互作用の中で何らかの要因がも
とで生活のし難さ（生活課題）を生じる」という「人」
と「環境」の二つの側面にアプローチする社会福祉のあ
り方を問うものである。
大橋は、この両側面へアプローチする考え方、実践方
法として、地域を基盤としたソーシャルワーク（コミュ
ニティソーシャルワーク）を提起している。（大橋：2006
22-23）しかし、このコミュニティソーシャルワークの
考え方や定義は研究者の間では、未だ一応ではなく定ま
った定義は存在していない。地域自立生活を可能とする
援助としての「人」と「環境」へのアプローチ（エコロ
ジカルアプローチ）、その実践手法としてソーシャルワ
ークを、地域を基盤として総合的に展開するという認識
は共有化されているものであり、ケースワーク、グルー
プワーク、コミュニティワークなどのソーシャルワーク
の固有性の存在と軸足をどこに置いているかの違いだと
推測することとしておく。
いずれにしても、地域自立生活を支援するために、ケ
アマネジメントが持つ機能とコミュニティソーシャルワ
ークの機能はどのような関係があり、且つどのように位
置づけられるものであろうか。地域自立生活を支えるケ
アは地域を基盤として包括的・継続的なケアのシステム
がもとめられるのであり、安心、安全で暮らしやすく、
相互に支えあう地域づくり（地域支援）と個人の生活を
支える医療、保健、福祉、その他生活に関連する社会資
源をトータルに活用して支援する（個別支援）という2
つの側面から同時にアプローチしていくという、そこに
コミュニティソーシャルワーク機能の存在意義があると
考えられる。その中核をなすケアマネジメントは、日本
の場合は介護保険制度において位置づけられているもの
であり、介護サービスのコーディネートが中心的な機能
である。地域自立生活を可能とする地域包括ケアシステ
ムを構築するに当たり、個別支援に関わるケアマネジメ
ントが介護保険制度の制約を受けつつも、どのように機
能を変化させ、地域支援を実践するソーシャルワークと
どのように結節させ、コミュニティソーシャルワークの
一つの機能として展開していくのか。
高齢者分野において地域包括ケアシステムの構築が急
がれ、政策的に提案されるなかで、「包括化、継続化、
総合化、協働化」をキーワードとして、それぞれの制度
や施策の中に組み込まれ位置づけられている専門職が
「地域支援」と「個別支援」と2つの側面に同時にアプ
ローチし、地域自立生活を可能とするためにはそれぞれ
の役割を明確にし、結節点としてのきり結びをチームア
プローチとして展開せざるを得ない。地域支援にかかわ
る専門職、相談支援に関わる専門職、個別支援に関わる
介護支援専門員などが現場実践の中で、役割の不明確さ
と結節点におけるきり結びができにくい環境の中で、支
援困難なケースを抱え、苦悩し、行き先が見えない状況
を生み出している。
本研究は、地域を基盤としたソーシャルワークと介護
保険制度下におけるケアマネジメント機能を検証し、地
域包括ケアシステムの構築をめざしていくための課題を
整理する目的で行なうものである。今回の研究は、基礎
的研究と位置づけ、地域包括ケアシステムの構築のため
の課題が現場実践上どのように具体的な課題となり結節
を阻害する要因となっているかを検証するフィールド研
究へと導くためのものである。
Ⅱ 用語の概説
１　地域包括ケアとは
野川は「地域で生活する人々の多様なニーズ支援に向
けて、意図的・組織的・総合的にサービスを提供する仕
組みを地域包括ケア（トータルケアシステム）という。」
（野川：2006 184）と述べている。また、大橋は「地
域トータルケアシステムは社会福祉法第３条や第５条で
提示されているように個別支援を基本としながら、多様
なサービスを有機化させる支援であり、地域福祉計画は
そのトータルケアをシステム化させるものといえる」と
述べている。（大橋：2002 60-66）
２　ケアマネジメントとは
前田は「ケースマネジメントというのは、虚弱、障害
老人など複雑なニーズを持ち、かつ精神的もしくは身体
的ハンディキャップのため、現代社会の高度に専門分化
した各種のサービスや、民間団体、友人、隣人などから、
可能な限りの支援を受けられるようにするために行なわ
れる、一連の援助の措置、若しくはサービスネットワー
ク内で行なわれる相互協力活動のことを意味する」（前
田：1991 10）と定義している。
白澤は「対象者の社会生活上での複数のニーズを充足
させるための適切な社会資源と結びつける手続きの総
体」（白澤：1992 1）と定義している。
また、金子は「ケアメネジメントとは、変動的で個別
性の高い多様なニーズを抱えた利用者が、長期間にわた
って地域社会で自立した生活を営めるよう、そのニーズ
に適した多様な社会資源を結びつける一連のプログラム
である」(金子：2004 7)と定義している。
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このようにケアメネジメントの捉え方は研究者によっ
て若干の違いが見受けられる。また、日本の場合は、ケ
アマネジメントとケースメネジメントはほぼ同義語とし
て使用されている。
ケアマネジメントの機能として、白澤は、ロスの考え
方をもとに修正して「最小限モデル」｢コーディネーショ
ンモデル｣｢包括的モデル｣を整理している。（白澤：2006
39）
３　コミュニティソーシャルワークとは
大橋は「コミュニティソーシャルワークとは地域に顕
在的にあるいは潜在的に存在する生活上のニーズを把握
（キャッチ）し、それら生活上の課題を抱えている人や
家族との間にラポールを築き、契約に基づき対面式（フ
ェイス・ツー・フェイス）によるカウンセリング的対応
も行ないつつ、その人や家族の悩み、苦しみ、人生の見
通し、希望等の個人因子とそれらの人々が抱えている生
活環境、社会環境のどこに問題があるかという環境因子
に関して分析し、評価（アセスメント）し、それらの問
題解決に関する方針と解決に必要な支援方策（ケアプラ
ン）を本人の求めと専門職の判断とを踏まえて両者の合
意で策定し、その上で制度化されたフォーマルケアを活
用しつつ、足りないサービスに関してはインフォーマル
ケアを創意工夫して活用する等、必要なサービスを総合
的に提供するケアマネジメントを手段として援助する個
別援助過程を重視しつつ、その支援方策遂行に必要なイ
ンフォーマルケア、ソーシャルサポートネットワークの
開発とコーディネート、並びにともに生きる精神的環境
醸成、福祉コミュニティづくり、生活環境の改善等を同
時並行的に推進していく活動及び機能といえる」（大
橋：2006 22-23）と定義している。ただし、コミュ
ニティソーシャルワークの概念は未だ統一されたもので
はないとしている（田中：2008 5-17）
コミュニティソーシャルワークについて、イギリスで
は1968年シーボーム報告を受けてコミュニティケアが
推進され、その後1982年にバークレイ報告が出されソ
ーシャルワーカーのあり方とソーシャルワークの展開方
法、コミュニティケア推進のシステムのあり方が議論さ
れており、その結果コミュニティソーシャルワークとい
う援助方法とそれを展開できるシステムの必要性が指摘
されている。日本でも1990年に厚生省社会局保護課の
所管の下に設置された「生活支援事業研究会」が日本的
なコミュニティソーシャルワークの機能の必要性を指摘
している。（大橋：2008 10-14）大橋は1990年代後
半からコミュニティソーシャルワークの重要性を強調し
2003年、2005年、2006年とコミュニティソーシャル
ワークを発展的に定義している。
Ⅲ 地域包括ケアシステムの流れとケアマネジメ
ントを活用したソーシャルワークの実践
地域自立生活を支援する地域包括ケアシステムの構築
とそれを実践的に展開していくケアマネジメントを活用
した地域を基盤としたソーシャルワーク（コミュニティ
ソーシャルワーク）が求められてきている時代の流れの
中で、地域包括ケアシステムがどのように考えられ施策
化され、また具体的実践手法として、ケアマネジメント
を活用したコミュニティソーシャルワークがどのように
展開されて「個別支援」とその環境を整えていく「地域
支援」に切り結ばれ、結節されていったのであろうか。
１　介護保険制度創設までのケアマネジメントとソーシ
ャルワーク
1) 1970年代から1980年代
1960年代の高度経済成長期は、急激な都市化と工業
化が進展する中で家族や地域社会の機能を弱めてきた時
代である。さらに1970年代は高齢化率が7％を迎え、
さらに少子化とも相まって、今後も急激に進行すること
が予測され、高齢化の問題は社会福祉のあり方を大きく
転換させる契機にもなっていく。我が国の社会福祉政策
は戦後の貧困対策などから社会福祉施設を中心とした対
策がおこなわれてきていた。しかし、高齢化の急激な進
展は経済的貧困を基底におく限られた人々への対応では
なく、すべての人々が抱える社会福祉問題への対応とし
て普遍化の道を歩むこととなる。その解決方法は、いわ
ゆる、金銭的給付から対人サービスへの流れである。こ
うした流れの中で、1970年中央社会福祉審議会の答申
「社会福祉施設の緊急整備について」や1971年中央社会
福祉審議会の答申「コミュニティ形成と社会福祉」など
「社会福祉のあり方」が議論され、次第に在宅・地域を
基底とした社会福祉へシフトしていくことになる。この
時代においては、地域ケア及びケアメネジメントを活用
したソーシャルワークの展開は見られない。
2) 1990年から2000年
高齢化が14％という高齢社会に突入した時代でもあ
った。その中で高齢者の介護問題は大きな社会的課題に
なっていく。この時代は介護保険制度創設に向けた序章
でもあった。
1989年の「高齢者保健福祉推進10か年戦略｣の策定
によって在宅ケアサービス、老人介護支援センターの計
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画的整備が進められ、翌1990年の老人福祉法等社会福
祉8法改正が行われ、市町村において在宅サービスと施
設サービス（老人福祉施設等の措置権が市町村へ移譲）
の一体的運用、老人福祉法と老人保健法による老人保健
福祉計画の策定の義務付けが行われ、その内容は保健医
療福祉の連携などを目的とした統合的な計画としたもの
であった。また、社会福祉事業法の中に「地域住民の理
解と協力」が明示された。
1994年に地域保健法の改称・改正と関係法の改正が
行われ、地域保健法第二条では「「地域の特性及び社会
福祉など関連施策との有機的な連携に配慮しつつ総合的
に推進されることを基本理念とする」ことがうたわれ、
具体的な実践的機関として、市町村に保健センターが設
置された。「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」
においてすべての対象者に対して、ケアコーディネーシ
ョンの機能の充実と保健・医療・福祉の包括的なシステ
ムの構築が示された。1994年には「在宅介護支援セン
ター運営事業実施要綱」の改正が行われ、個別処遇計画
（ケースメネジメント）等の技術に関し自己研鑽に努め
るものとすることが規定された。
高齢化率が14％を超える中で1994年、高齢者介護・
自立支援システム研究会は「高齢者介護についてはこれ
まで福祉医療などの現行システムがそれぞれ対応してき
た。しかし介護問題が深刻化する中で、こうした対応に
ついて様々な問題点や矛盾が生じてきている」として新
介護システムの創設をめざすことを提言した。同研究会
は新介護システムでは、高齢者の自立支援を達成するた
めに、｢高齢者自身による選択｣｢介護サービスの一元化｣
｢ケアマネジメントの確立｣｢社会保険方式の導入｣を示し、
現在の介護保険制度の骨格を創る基になっている。特に、
ケアマネジメント機能や体制では医療・保健・福祉担当
者によるケアチームでの展開と、ケアマネジメント機関
はサービス提供機能を併せ持つことの重要性を指摘して
いる。また、地域ケア体制の整備として、ケアマネジメ
ントの考え方を基本にサービス連携の拠点やネットワー
ク作りを進め、関係者が有機的に連携した地域ケア体制
を整備するとともに、地域住民やボランティアの幅広い
参加を進めていくことの重要性も同時に指摘している。
介護サービスのシステム化をめぐっては、これまでの措
置制度から社会保険制度による利用契約方式へ大きく転
換させた介護保険制度はその後に続く社会福祉基礎構造
改革への先鞭をつけるものであった。（高橋:2010 125）
2000年介護保険法の施行に伴い、高齢者の介護認定と
ケアマネジメントの双方のプロセスからなる介護保険シ
ステムにおいては必要に応じて居宅サービスと施設サー
ビスを選択的に利用できるような一元的なサービス提供
システムが求められ、その調整役としてケアマネジャー
の活動が重要な鍵を握ることになる。（野川：2006 180）
一方、在宅介護支援センターは、介護保険制度導入に伴
って、その機能は大きく変化することになる。ケアマネ
ジメントは居宅介護支援サービスとして介護保険サービ
スのメニューとして組み込まれた。その結果、在宅介護
支援センターは、運営補助金の廃止などとも相まって、
居宅介護支援事業の指定をうけ、「ケアプラン作成」が中
心の業務になった。このような状況の中で、在宅介護支
援センターは「地域型」と「基幹型」に再編され、基幹
型が開催する「地域ケア会議において介護保険外のサー
ビス提供が必要な高齢者を対象に効果的な介護予防・生
活支援サービスの総合調整や地域ケアの総合調整を行な
うこととなった。
このように、1970年から2000年においては、社会福
祉や保健・医療サイドからの地域ケアへの接近が見られ
た。また、在宅介護支援センターの機能も地域ケアを推
進していく機能と役割が求められていたといえる。1994
年在宅介護支援センターの事業実施要綱が改正され「在
宅介護支援センターの職員―中略―個別処遇計画の策定
（ケースマネジメント）の技術に関し自己研鑽に努める
ものとする。」とケースマネジメントの用語が公式に使わ
れている。副田は、この文章ではケースマネジメントが
在宅介護支援センターの職員による個別処遇計画の策定
として定義されているように見えるが、この定義はこれ
までの考察から言えばかなり狭い意味での定義であると
述べている。（副田：1998 90）また、高齢者サービス
調整チームの実務者会議で在宅介護支援センターの関与
する事例を検討するなどして、地域における医療や保健、
福祉の統合的なケアシステムを構築することが求められ
るようになった。しかし、現実には市区町村によって在
宅介護支援センターや高齢者サービス調整チームの機能
の程度、医療や保健、福祉の統合の程度には開きがあっ
たと述べている。（副田：2006 200）つまり、地域包括
ケアの構築とそれを実践的に展開していくケアマネジメ
ントがシステムとして、それぞれの市町村で確立し、機
能し普遍化していったわけではないといえる。
また、副田は、在宅介護支援センターで実践的に行な
われていたケアマネジメントはサービスの統合的供給シ
ステムとしての「システム指向モデル」のケースマネジ
メントではなくて、アプローチとしての「利用者志向モ
デル」の発想を採用したものであった。このモデルはソ
ーシャルワークのジェネラリストアプローチと基本的な
価値、技法、援助内容を共有していると述べている。（副
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田：1998 221）そうした在宅介護支援センターで行な
われていたケアメネジメントは、介護保険制度導入によ
って介護保険システムを効率・効果的、円滑に運営して
いくことの「システム指向モデル」として変化していく
ことになる。介護保険制度下では経営の視点が求められ
ることから、競争競合の中で、いかに介護保険サービス
を組み込むかというサービスオリエンテッドになりがち
な環境の中で、ケアマネジメントはソーシャルワークと
しての価値、技術、援助方法を共有化することを必ずし
も必要とされず、「個」を支えていく援助とその環境を整
えていく「地域」援助というアプローチは分断され、そ
の結節点を見出していくシステムを弱めていったといえ
る。
２　介護保険制度下におけるケアマネジメント
2000年4月の介護保険制度導入に伴い、要介護高齢
者のケアマネジメントはどのように展開されてきたのだ
ろうか。
介護支援専門員は、介護保険の準備期に出された諸文
書において、地域におけるサービス供給のコーディネー
ターとして位置づけられ、多くの職種が従事することに
なり、ケアマネジメント・プロセスとして、ニーズ把握、
アセスメント、プランニング、モニタリング、評価とい
う一連の流れに沿って業務を担うこととなった。介護支
援専門員の役割としては、「要介護者の生活全体をとらえ、
その実相の中からどう支えるかというネットワークを創
り、生活問題を地域の共通認識としていく、利用者の側
に立った変革のマネジメントこそが求められている。」
（大野：2003 21）として、地域包括ケアを推進するメ
ゾ領域におけるケアマネジメント機能を期待していたも
のと考えられる。
それまで在宅介護支援センターが地域の高齢者に対し
てソーシャルワーク機能を備えたケアマネジメントを発
展させてきたものを引き継ぐ形で、要介護者に対して、
より利用者のニーズに応じた総合的なサービスの提供が
できる仕組みへと移行するかのように見えた。しかし、
介護保険制度の枠内での限界が見えてくることとなった。
金子は、介護保険制度によるケアマネジメント・プロ
グラムには、二つの側面があることを示唆している。一
つは、財政抑制策としての側面（サービス優先アプロー
チ）、もう一つは、利用者の自己実現を可能とする側面
（ニーズ優先アプローチ）である。（金子：2004 14）
本来ならば、ニーズ優先アプローチを展開していくこ
とが求められるわけである。しかし、介護支援専門員の
業務は、ケアプランに公的なサービスを組み込むことで
介護報酬が発生することから、ブローカー的役割になら
ざるを得ない現実を生み出した。このような状況におい
て、大野は、介護保険のケアマネジメントは、高齢者の
生活問題に対応できていないと論じている。一つ目に、
ケアマネジメントを支えるアセスメントに問題がある点、
二つ目に、給付管理が中心である点、三つに介護支援専
門員自身の労働に問題がある点を指摘している。（大野：
2003 17）また、アセスメントにかかわる問題点として、
ADLが中心となり、ICFの視点による生活の把握の不
十分さや問題指向型に依拠していること、利用者と共同
で行う方法論の乏しさなどがあげられる。（金子：2004
22-23）
つまり、利用者の生活全体を捉える視点が十分にでき
ていないこと、加えて給付管理による介護保険制度内の
サービスが中心となり、介護保険外のインフォーマルサ
ービスを含めたケアマネジメントを実施できる状況にな
く、「個別支援」と「地域支援」の結節点はさらに見出し
にくい状況になったと考えられる。
３　介護保険制度改正による地域包括ケアシステムとケ
アマネジメントの変化
1) 地域包括支援センターの創設に向けて
介護保険制度施行３年を経過し、2003年３月厚生労
働省老健局の私的研究会である高齢者介護研究会が設置
され、2003年６月に「2015年の高齢者介護～高齢者の
尊厳を支えるケアの確立に向けて～」がまとめられてい
る。その中に、地域包括ケアシステムの確立の必要性が
打ち出されている。そこでは、制度施行後のケアマネジ
メントが必ずしも十分にその効果を発揮していないと指
摘しており、ケアマネジメントの適切な実施と質の向上
が項目として挙げられている。
具体的には、「サービス基盤が整備された際においても、
要介護高齢者の生活をできる限り継続して支えるために
は、個々の高齢者の状況やその変化に応じて、介護サー
ビスを中核に、医療サービスをはじめとする様々な支援
が継続的かつ包括的に提供される仕組みが必要である」
と述べている。また、要介護高齢者を支えるという観点
からは、在宅サービスの調整のみならず、在宅サービス
利用から施設入所にいたる過程でのサービスの連続性の
確保、施設からの退所・退院者への在宅サービスの切れ
目のない提供確保など、高齢者の状態の変化に応じて
様々なサービスを継続的・包括的に提供していくことが
必要であり、また、例えば在宅での終末期を尊厳を持っ
て送ることができるためには、適切なケアとともに、疼
痛緩和など適切な在宅医療・看護による支援が不可欠で
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ある。地域において、施設・在宅全体を通じたケアマネ
ジメントを適切に行うことが必要である」と様々なサー
ビスコーディネートの意義について述べている。さらに、
「介護以外の問題にも対処しながら、介護サービスを提
供するには、介護保険サービスを中核としつつ、保健・
福祉・医療の専門職相互の様々な資源を統合した包括的
なケア（地域包括ケア）を提供することが必要である」
としている。（高齢者介護研究会：2003 32-36）
この報告を受けて、地域包括支援センター構想を具体
化する作業が進められ、新自治研究会サービス圏域分科
会による「市町村合併における高齢者介護行政の課題と
展望に関する調査研究事業報告書」では、地域包括支援
センターの機能と人材配置について次のような考え方を
提起している。
日常生活圏単位に整備させるサービス圏域の拠点機能
を備えたものとして、４つの機能を想定している。それ
は、①リーチアウト機能をもった総合相談機能と生活困
難機能への対応機能　②ケアマネジメント機能の支援、
地域サポートの活性化とネットワーク化支援などサービ
ス調整・開発・連携機能　③介護予防マネジメント　④
権利擁護機能である。この機能を果たすための人材配置
として、総合相談・生活困難支援事例支援機能としての
専門性を備え、権利擁護機能との連携も配慮したソーシ
ャルワーカー、サービス調整開発連携機能としては熟達
したコミュニティワーカー、地域内外の介護支援専門員
との連携、サービス事業者間の調整および地域住民活動
との調整を介護支援専門員、介護予防マネジメントを保
健師が行うという現在の体制の原型となる考え方である。
つまり、地域包括ケアシステムを実現するために、４
職種の必要性を認識していたということである。その意
図するところは、従来からの個別支援としてのケアマネ
ジメントだけでなく、地域ケアのマネジメントが確立さ
れることが重要であり、コミュニティソーシャルワーク
の展開できる地域包括ケアシステムを求めていたと考え
られる。
2004年７月社会保障審議会介護保険部会の「介護保
険制度の見直しに関する意見」において、地域包括支援
センターの創設が提言された。
地域包括支援センターは、地域における総合的なマネ
ジメントを担う中核機関として位置づけられた。さらに、
「市町村を基本としつつ、その対象とする圏域や具備す
べき機能、配置の在り方等について検討する必要がある。
この場合は、地域における多種多様な資源を十分に活用
できるよう、地域に開かれたものとすることが重要であ
る。」と述べている。また、「今後の在宅介護支援センタ
ーの再編や統廃合、居宅介護支援事業所との役割分担の
明確化などを図りつつ、市町村を責任主体とし、地域に
開かれたセンターとして十分機能できるような運営主体
の在り方について検討する必要がある。」としている。
この提言は、市町村を中心としてどのような地域包括
ケアシステムを構築していくことが必要であるのかの方
向性を示すものといえる。その中でも、在宅介護支援セ
ンターと居宅介護支援事業所、それを統括する地域包括
支援センターの関係性と役割をどのように整理していく
かを問うているものであろう。
2) 地域包括支援センター創設後
2005年の介護保険法改正により、地域支援事業が創設
され、その主要な事業である包括的支援事業を地域包括
支援センターが実施することとなった。包括的支援事業
の機能として、①介護予防マネジメント事業　②地域の
高齢者の実態把握、介護保険以外の生活支援サービスの
調整を含む総合相談支援事業　③権利擁護事業　④包括
的・継続的ケアマネジメント支援事業の４つが位置づけ
られた。その機能を担う職員として、異なる教育的背景
をもつ３専門職（社会福祉士、保健師、主任介護支援専
門員）を配置し、チームアプローチで対応するという形
式を導入している。
構想段階で位置づけられていたコミュニティワーカー
は配置されなかったが、連携は不可欠であり、むしろコ
ミュニティワークを主機能としている社会福祉協議会と
の緊密な関係性を構築していくことが重要となる。それ
は市町村における地域包括ケアシステムの中に関係機関
をどのように位置づけ、地域住民とのネットワークをど
のように構築していくかという構図を求めていることで
もある。その意味では、市町村が設置主体となっている
地域包括支援センター運営協議会をどのように機能させ、
具体的な基盤整備を図っていくかが課題となる。
一方、医療分野においても、2005年12月に社会保障
審議会医療部会において、「医療提供体制に関する意見」
を発表し、「患者の視点に立った、患者のための医療提供
体制の改革を基本とし、地域の医療機能の適切な分化・
連携を進め、急性期から回復期、慢性期を経て在宅医療
への切れ目のない良質で効率的な医療を提供しながら費
用適正化を図る仕組みを、地域をベースとして再構築す
る」というものであった。それを踏まえて2006年６月
に地域連携パスの構築や退院前カンファレンスの実施に
対する報酬設定、在宅療養支援診療所の新設など様々な
観点から医療制度の改正が行われている。介護保険制度
の改正と医療制度の改正は時期を同じくし、いずれも｢地
域｣をキーワードとした機能分担の明確化と連携強化が
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求められている。言い換えるとすれば、両制度は、地域
包括ケアシステムを指向したものとして、その機能を発
揮していくための体制を整備したものといえる。
地域包括支援センターの創設により、居宅介護支援事
業所や在宅介護支援センターとの関係やケアマネジメン
トの環境はどのように変化したのであろうか。
2005年の法改正により、要介護高齢者を中心とするケ
アマネジメント機関である居宅介護支援事業においては、
介護支援専門員の担当件数が50件から35件と引き下げ
が行われた。一方、介護予防ブラン作成も8件までの委
託は可能とした。また、初回加算や退院加算、医療連携
加算等が設定されている。また、地域における包括的・
継続的ケアマネジメントの中核を担う人材として、主任
介護支援専門員が制度化され、特定事業所加算では、主
任介護支援専門員の配置や地域包括支援センターが実施
する事例検討会等への参加も盛り込まれた。このことは、
地域包括ケアを推進していく上で、居宅介護支援事業が
担うケアマネジメント機能を果たすことのできる環境を
整備したものといえる。
地域包括支援センターにおいても、主任介護支援専門
員の配置により、包括的・継続的ケアマネジメント支援
事業を明確に位置づけた。この包括的・継続的ケアマネ
ジメント支援事業では、４つの柱を立てている。①包括
的・継続的なケア体制の構築　②地域における介護支援
専門員のネットワークの構築　③日常的個別指導・相談
④支援困難事例への指導・助言である。その中でも、①
において、在宅・施設を通じた地域におけるケアの実施
のために、１）医療機関その他関係機関との連携体制の
構築　２）地域の介護支援専門員と関係機関の連携を支
援する　３）介護支援専門員が介護保険以外の様々なフ
ォーマル・インフォーマル社会資源を活用できるように
地域の連携・協力体制を整備するとしている。これは、
従来から介護保険内のサービス提供に留まらず、介護保
険外のサービスも合わせてマネジメントしていくことを
可能にしていく体制整備でもある。いわゆる、個別支援
と地域支援のつなぎ役を担う者として主任介護支援専門
員を位置づけ、役割を持たせているといえよう。つまり、
ミクロ領域からメゾ領域への橋渡し役として期待される
ものである。
それでは、当初期待された地域包括支援センターの機
能は十分に果たされているのだろうか。
2010年３月の「地域包括支援センター運営コストに
関する調査研究事業報告書」（株式会社三菱総合研究所）
において、地域包括支援センターにおける時間別業務実
施割合が出されている。業務比率の高い順から見ると、
介護予防関係業務が38.4％、総合相談支援業務が13.0%、
包括的・継続的ケアマネジメント支援業務が8.3％、地
域におけるネットワーク構築に係る業務が7.0%、権利擁
護業務が5.4%等となっている。介護予防関連業務の比重
が大きく、特に介護予防プラン作成に3職種が関わらざ
るを得ない状況を生み出している。地域における総合的
なマネジメントの中核機関としての本来業務が十分に果
たせる状況になっていない現状にあるといえる。
一方、在宅介護支援センターについては、地域包括支
援センターの創設により、どのような機能を持たせてい
くのかということを明確にしていない状況にある。在宅
介護支援センターは、老人福祉法を根拠としており、介
護保険制度改正の範疇にはないにしろ、地域包括支援セ
ンターとの関係から、その存続やあり方について方向性
を示すことが必要であろう。これまで積み上げてきた相
談実績や地域とのネットワーク、活動実績等を有効に活
用しつつ、地域包括支援センターに完全移行していくの
か、地域包括支援センターの一部の業務を担っていくの
か、個々の市町村の実情に応じた地域包括ケアシステム
の中で、在宅介護支援センターにどのような機能、役割
を位置づけていくのかを明確にしていくことが重要であ
ると考える。
これまで介護保険制度開始からの変化を見てきたが、
確実に地域包括ケアシステムへの構築に向けた体制整備
が進められてきている状況にある。しかし、地域包括支
援センターと在宅介護支援センターとの関係性や居宅介
護支援事業のケアマネジメントの実際を見ていくと、多
くの課題が残されている状況にあると考えられる。
Ⅳ これからの地域包括ケアを推進していくための
実践的課題　
2008年５月厚生労働省から「地域包括ケア研究会報
告書－今後の検討のための論点整理―」が公表された。
本報告書は、2012年度から始まる第５期介護保険事業
計画の計画期間以降を展望し、医療、介護、福祉の一体
的提供（地域包括ケア）の実現に向けた検討に当たって
の論点を整理したものである。その中で、地域包括支援
センターについては、医療、介護、福祉サービスを適切
にコーディネートし、適時に対応する役割を期待し、コ
ーディネートの主体としての役割の拡張と明確化を図る
べきとしている。また、ケアマネジメントについては、
医療保険・介護保険という制度の枠組みに沿って対応す
るのではなく、利用者のそれぞれの状況に応じてケアマ
ネジメントのあり方を検討することの重要性を指摘して
いる。
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これは、2005年の介護保険制度改革において地域包括
支援センターの創設、地域密着型の創設など地域包括ケ
アに関連する改革が行われたが、現実には医療、保健関
連サービス、住民主体のサービスやボランティア活動な
どの多くの社会資源は未だ断片化されており有機的に連
動して提供されていない状態であるということの認識に
たってのことである。
これからの地域包括ケアの実践は、介護保険制度シス
テムから地域包括ケアシステムへの視座として、ケアマ
ネジメントを捉えなおし、それを活用したソーシャルワ
ークを展開していく中核機関としての地域包括支援セン
ターの役割、機能が重要になる。つまり、未だ地域包括
ケアはシステムとしては成立していないという理解であ
る。
地域自立生活を支援していく地域包括ケアの実践は地
域を基盤としたコミュニティソーシャルワークをいかに
展開できるかという環境の構築が大きな課題である。地
域自立生活支援は、一つは「自立生活」を支援する実践、
二つ目には「地域」を支援する実践、三つ目には「地域
生活」を支援する実践から構成される実践枠組みとして
捉えることができる。これは「人」と「環境」の相互作
用、交互作用の中から現れる生活課題へのアプローチと
いうソーシャルワークの視座でもある。つまり、人とい
う「個」へのアプローチと「環境」へのアプローチとし
てのソーシャルワークの二つの側面である。
ここでは、地域包括ケアの実践領域を①「個」のアプ
ローチとしてのケアマネジメントシステム（ミクロ領域）、
②「環境」へのアプローチとしてのネットワーキングと
送致システム（メゾ領域）③地域ケアシステムの構築と
運営・管理としてのアドミニストレーション（マクロ領
域）のソーシャルワークとして捉えその課題を整理する。
１　ミクロ領域の課題
「個」への生活課題へのアプローチの課題である。
そこでは、介護保険制度下のケアマネジメントから地
域包括ケアシステムへのケアマネジメントへの転換が必
然的に求められる。介護保険制度の「システム指向型モ
デル」から「利用者志向型モデル」への転換を意味する。
つまり、介護課題から生活課題へのアプローチである。
そこでは、ICF、エコロジカル、ストレングス、エンパ
ワメントモデル、アドボケイトなどのソーシャルワーク
の視点とチームアプローチが求められる。生活の全体性
を捉えたアセスメントと支援サービスのプランニングに
おいて介護保険サービスを含めた様々な社会資源として
のフォーマル、インフォーマルサービスのコーディネー
トとチームアプローチが求められる。そこでは、ケアマ
ネジメントが持つ機能をどこまの領域で捉えるかが課題
となる。ケアマネジメントの機能は、本質論、原則論で
捉えられることが多いし、日本のケアマネジメントの現
状を批判的に捉えた研究も多い。オースティンは、「ケー
スマネジメントの多様性を分類するために、サービス指
向のケアマネジメントとシステム指向のケースマネジメ
ントという用語の使用を提案した。実際のケースマネジ
メントはこの二つの極の連続線上のどこかに位置するが、
どちらの極に近いところに位置するかは、サービスとシ
ステムのそれぞれの特徴によって決まる。」と述べている。
（オースティン：1990 401）また、ケアマネジメント
の機能として、白澤は「最小限モデル」「コーディネート
モデル」「包括的モデル」にその領域を整理している。以
上のことから、ケアマネジメントは、どのようなシステ
ムの中で位置づけられるかによってその機能は変化する
と理解できる。そういう意味ではケアマネジメントは柔
軟性と適応性を兼ね備えた機能であるといえる。地域包
括ケア研究会報告書においても、｢地域包括ケアシステム
は全国一律の画一的なシステムではなく、地域ごとの特
性に応じて構築されるべきシステムである｣と述べてい
る。したがって、地域包括ケアシステムはローカリティ
であり、そこにおけるケアマネジメントシステムにどこ
までの機能を持たせるかは、その地域で構築される地域
包括ケアシステムに依拠すると理解することができる。
だからこそ、地域包括ケアシステムにおけるケアマネジ
メントシステムはどこまでの役割機能を求めるかの地域
内での関係者間の合意と役割の明確化が求められている
といえる。
２　メゾ領域の課題
「メゾ」領域におけるソーシャルワークは、いかに包括
性を確保するかという課題であり、「個」を取り巻く「環
境」へのアプローチを展開することが重要になる。「個」
の生活課題を普遍化し、地域へ送致し、「地域」を支援
しながら、医療や保健、社会福祉の制度など社会資源と
してのフォーマル、住民福祉活動などのインフォーマル
サービスをネットワークして、ソーシャルサポートネッ
トワークとして結実させていくかの課題である。右田は、
「地域福祉はメゾ領域の方法論の構築が急がれる。ケア
マネジメントはソーシャルマネジメントと連動すべきで
はないか。むしろソーシャルマネジメントをメゾのレベ
ルでどのように創っていくのか」（右田：1999 41）と
メゾ領域のソーシャルワークの重要性を述べている。
「メゾ領域」は介護システム、地域医療システム、保
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健システムとのネットワークでありインフォーマルとの
ネットワークの形成と有機化である。また、新たなるサ
ービスの開発をも視野に入れたネットワーク形成も必要
とされる。そこでのネットワーク形成の中心的機能を果
たすのが地域包括支援センターである。つまり地域包括
支援センターは「個」の支援と「環境」である「地域」
支援の統合を図る機能を有したネットワーク形成と運営
管理のマネジメント機関であるといえる。そこでは、介
護支援専門員、退院支援計画や地域医療ケアに関わる医
師、看護士、MS、PSW、地域保健に関わる保健師、イ
ンフォーマル活動の支援に関わるコミュニティワーカー、
ボランティアコーディネーターの専門職やそれらが所属
する事業所、機関、団体との連携・協働のためのネット
ワークが求められる。ネットワーク形成のプロセスにお
いては、地域包括ケアの目的、役割、機能の共有化が欠
かせない。そのための、｢学びのプロセス｣と連携力を高
めていく上での障壁を一つ一つクリアしていくことが実
践上求められる。さらに、ネットワークを運営、管理し
ていく上で、自立生活を支援するプロセスにおいて、ネ
ットワークの弾力性と開放性が求められると同時に、各
領域で解決できない生活課題をネットワークの中にどの
ように送致していくか、送致情報と共通言語化した送致
シートの開発が求められる。
３　マクロ領域の課題
地域包括ケアシステムの構築とシステム運営・管理の
課題である。地域ケアマネジメントの展開、様々な資源
間などのネットワーキングを展開していくためには、そ
れを受け止める容器としてのシステムの構築とコミュニ
ティソーシャルワークを展開できる環境が求められる。
野川は、「サービスの有機的連携と総合提供の課題として、
自治体が実施している高齢者保健福祉計画、介護保険法
による介護保険事業計画策定などを、さらに地域福祉計
画へと総合化させながらサービスの基盤整備を図り、障
害の有無や年齢に関わらず社会参加でき、その人らしい
生活が送れるようそれぞれの地域において総合的なサー
ビスが受けられる体制を整備すること、すなわち地域包
括ケアシステムの構築をすることが課題だ。」と述べてい
る。さらに自治体によるアドミニストレーション機能と
して「計画化し、進行管理し、評価を行い課題を整理し
政策化へと展開するプロセスの構築が必要である。」（野
川：2006 181-183）としている。
大橋は、「従来日本の社会福祉行政の中にはソーシャル
ワークという実践がほとんどなかった。行政の措置決定
やサービス利用決定はあったけれども、ソーシャルワー
クという実践が出来る基盤がなかったのがその理由であ
る（中略）ソーシャルワーク実践が出来るシステムをど
う作るかが今後の課題といわざるをえない。」（大橋：
1999 38）と述べている。地域包括ケアシステムの計画
化においては、高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画
との調整の中で総合化としての地域福祉計画を策定する
視点が求められる。地域福祉計画に対する認識や捉え方
はそれぞれの自治体で格差が生じている。策定している
自治体は未だ48,5％と半分にも満たない。（平成22年３
月、厚生労働省「全国の市町村地域福祉計画及び都道府
県地域福祉支援計画等の策定状況調査結果」。）地域福祉
計画はこれまで分断化されてきた各分野の制度を横につ
なげ、地域自立生活を可能とする計画である。地域福祉
計画の策定に対する地方自治体の責任は重い。
さらに、そのシステムの構築に当たっては、他の制度
との関係性をどのように位置づけるかが課題となる。野
川は、「介護保険システムを包括的な地域ケアシステム
（社会的ケアシステム）のサブシステムとして位置づけ
ていく必要がある。」（野川：2001 96）と述べている。
筆者らはこれをさらに、地域医療システム、地域保健シ
ステムの共有化システムとして付け加え位置づけたい。
つまり、地域包括ケアシステムは、医療制度、保健制
度、介護保険制度などの制度が持つ限界をカバーしそれ
ぞれが有機化することによって、地域での自立生活が可
能であると理解しているからである。そうした地域包括
ケアシステムの位置づけと器があって初めて地域を基盤
としたソーシャルワークが展開できるのである。
地域包括ケアを実践していくための地域を基盤とした
ソーシャルワークは、ミクロ領域、メゾ領域、マクロ領
域のソーシャルワークの連動性と循環性が求められる。
それぞれの領域は別個の領域として実践活動されるもの
ではない。ミクロ領域、メゾ領域、マクロ領域はそれぞ
れ交互、相互作用を持ちながら連動していくものである。
さらに、地域にあった地域包括ケアシステムを構築して
いくためには、地域包括ケアシステムを「固定概念」と
して捉えるのではなく、「形成概念」として捉える必要が
ある。つまり、地域包括ケアシステムは、創り上げてい
くものであり、「ミクロ」から「メゾ」へ、「メゾ」から
「マクロ」へ、そして、再び「ミクロ」へと循環性が求
められるのである。
そのためには、各領域の限界性を認識した上で、地域
包括ケアシステムの担い手として役割をつないでいくこ
とが重要になる。ある意味では協働の仕組みづくりとも
いえる。現在、介護支援専門員や地域包括支援センター
の果たす機能と、役割の不明確さが指摘されている。大
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森は、「協働という言葉には、対等者間活動の組織化を進
めようとする意図が強い」とし、「少なくともめざす目標
が共有されていることを前提とし、その目標実現のため
に、それぞれが活動資源を出し合い、さらに、必要に応
じて行動を調整しあうことを合意している。それは、そ
れぞれに自律した活動主体間の協調・協力である。」と整
理している。（大森：2002 92）連携を可能とするには、
それぞれ所属先の固有の役割の中で発揮される専門職の
固有性と共有化された地域包括ケアを支える役割をどう
担うのかという、役割の明確化と責任性が問われること
になる。
Ⅴ おわりに
これまで、地域包括ケアシステムにおける課題を整理
してきたが、残された課題として整理すると、1つ目は、
ソーシャルワークを視点としたケアマネジメントが可能
となる質の向上と人材の育成が急務の課題である。介護
保険制度はシステム上、現物給付の条件として「ケアプ
ラン作成」が条件であったため、その業務を遂行する介
護支援専門員は質的確保より量的確保が急務であった。
そのことにより、介護支援専門員は多くの医療関係者、
ケアワーカーなどの実務経験者が資格を取得し、その業
務に当たっているのが現状であり、決して、ソーシャル
ワークの知識、価値、技術を体得しているものが大半を
占めているわけではない。近年、介護支援専門員基礎研
修や現任訓練における研修ではソーシャルワークを視点
に置いたケアマネジメントが研修プログラムに設定され
たところであるが、さらに養成プログラムの充実と併せ、
現場実践レベルでの居宅介護支援事業所、地域包括支援
センターの主任介護支援専門員のスーパービジョンの体
制の確立が急務の課題である。
２つ目は、政策課題である。地域包括ケアシステムは
特に「メゾ」領域すなわちネットワーキングが重要な実
践場面である。その役割の中核を担うのが地域包括支援
センターである。2006年介護保険制度改正で創設された
地域包括支援センターはこれまで見てきたように十分な
役割機能を発揮してきたとはいえないものである。その
要因の一つには介護予防マネジメントの業務への偏重で
ある。「要支援状態になる恐れがあるもの」｢要支援状態
にあるもの｣｢要介護状態にあるもの｣は、生活者の視点に
立てば、生活の延長線上にある「ある状態」であり、そ
の状態に地域包括支援センターと居宅介護支援事業所が
ケアマネジメント機関として別々に対応することは、生
活を分断して捉えかねないし、継続したケアの展開には
なりにくいものとなってしまう恐れもある。本来の地域
包括支援センターの機能役割を発揮できる環境を整備し
ていくことが課題である。さらに、ネットワーキング機
能を発揮させるためには、地域包括支援センターの役割
を抽象論ではなく、具体的に明示させる必要がある。特
に居宅介護支援事業者との役割分担、医療との具体的き
り結びの明確化、地域住民やインフォーマル活動との切
り結びのためのコミュニティワークを展開する社会福祉
協議会などとの具体的連携の在り方を、地域を基盤に関
係者との合意形成と役割をつなぎあう「協議」「協働」の
場づくりが課題である。また、居宅介護支援事業所が地
域包括ケアシステムの一翼を担うとすれば、介護保険制
度システムとの2枚看板を掲げることになる。介護保険
制度のサービスと介護保険制度以外のサービスを組み合
わせた場合の報酬をどのように評価するのかが課題とな
る。介護保険制度の事業者として位置づけられている以
上は、「介護保険制度サービス指向型ケアマネジメント」
になりがちにならざるを得ないことも事実であり、いか
に地域包括ケアシステムの「利用者指向型ケアマネジメ
ント」に政策誘導していくかが課題となる。
３つ目は、行政の課題である。地域包括ケアシステム
の構築は、一つの制度の限界性を認識し、生活に関わる
他の制度の連結とインフォーマル活動との切り結びにあ
る。そういう意味では、地域包括ケアシステムは行政シ
ステムの再編と統合を伴うものと考えられる。今までの
行政システムは分野ごとの自己完結型システムであった
といえる。保健と福祉の統合化はある程度進められてき
ているが、地域医療、交通、住宅などとの関係部局との
連携も課題となる。また、ガバナンスの視点も重要な課
題である。住民福祉活動を単なる行政の補完、代替とし
て捉えるのではなく、住民活動の意義と固有性を認め、
パートナーシップに基づいて、住民の福祉活動を進める
ための基盤整備も求められる。地域包括ケアシステムを
構築、運営、管理する計画化に当たっては、以上の視点
を踏まえ策定される必要がある。
最後に、本研究では、地域包括ケアシステム構築のた
めの課題を整理した。今後は、実践課題を解決するため
の具体的な阻害要因の分析・検証をさらに進めていきた
い。
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